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温暖化対策技術調査検討ワーキンググループ報告書 

（第二次案） 
 
はじめに 
 

２００５年２月京都議定書が発効した。これにより、先進締約国は温室効

果ガス排出削減約束の達成を義務付けられた。我が国も第一約束期間（２

００８年～２０１２年）において対基準年比６％の温室効果ガス排出削減を

果たすという義務を負うことになった。これを受け、我が国は、「京都議定書

目標達成計画」を２００５年４月に閣議決定し、この目標達成に向けた対策

を明確化した。 
地球温暖化問題の解決に向け、京都議定書という、国際社会の一員と

して最低限果たすべき短期的な目標を達成することは当然必要であるが、

この目標は地球温暖化問題への対応の第一歩である。問題解決には長

期的に戦略性をもって国際的な枠組の中で対応していく必要があり、その

対応において重要な鍵を握るのが科学技術である。 
総合科学技術会議においては、こうした認識の下、２００３年４月に地球

温暖化対策技術の研究開発戦略である「地球温暖化対策技術研究開発

の推進について」を取りまとめた。約２年が経過し、その後の技術的な進展

が見込まれること、世界的には２０１３年以降の国際的な枠組の議論が始

まったこと、２００６年度から始まる第３期科学技術基本計画の検討が総合

科学技術会議で行われていることなどを踏まえ、重点分野推進戦略専門

調査会環境研究開発推進プロジェクトチームの下で「温暖化対策技術調査

検討ワーキンググループ」を開き、上記研究開発戦略のフォローアップを

行うとともに、今後５年から１０年程度を見通した地球温暖化対策技術の研

究開発の基本的な方針について検討を行った。 
 
本検討結果が、第３期科学技術基本計画の下で策定される環境分野や

エネルギー分野などの「分野別推進戦略」に反映され、政府が推進する地

球温暖化対策技術の研究開発の方針として活用されることを期待する。 
 

資料６－１
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１． 最近の地球温暖化を巡る動き 
 
（１） 京都議定書の発効、京都議定書目標達成計画の閣議決定 
１９９７年に国際合意された京都議定書は、米国の不参加表明により、そ

の発効が危惧されていたが、ロシアが２００４年１１月１８日に批准したことか

ら、その９０日後に当たる２００５年２月１６日にようやく発効した。京都議定書

は、地球温暖化に取り組む国際社会の第一歩としての取組であり、気候変

動枠組条約の下での具体的かつ拘束力のある国際約束が実現した。 
京都議定書では、我が国は、２００８年から２０１２年までの第一約束期間

内の温室効果ガス排出量を基準年（二酸化炭素、メタン、一酸化二窒素は１

９９０年、代替フロン等３ガスは１９９５年）比で６％削減することが求められて

いる。この目標を達成するために、京都議定書発効と時をあわせて、これま

での「地球温暖化対策推進大綱」を大幅に改め、２００５年４月２８日「京都議

定書目標達成計画」を閣議決定した。本計画では、京都議定書で対象となる

６種の温室効果ガスの排出削減のために、種々の対策を講じることを定め

ている。 
我が国の温室効果ガスの大半を占めるエネルギー起源二酸化炭素排出

の抑制に関しては、天然ガスの利用拡大、更なる省エネルギー対策の強化、

太陽光やバイオマスなど再生可能エネルギーの利用促進、原子力発電の着

実な推進を図ることとしており、そのための具体策として、低コスト化のため

の技術開発、優遇税制やグリーン購入法に基づく政府による率先導入など

の普及支援、省エネルギー法に基づくトップランナー基準や「電気事業者に

一定量以上の新エネルギー等による電気の利用を義務付ける法律（ＲＰＳ

法）」などの規制的手法の導入・強化等を挙げている。また、個別技術の導

入だけではなく、面的広がりのある対策技術の必要性を強調しており、具体

的には省ＣＯ２型の都市デザインや交通システム、物流体系の効率化を図

ることとしている。 
エネルギー起源二酸化炭素以外の温室効果ガス対策としては、セメント

やアンモニアなどの製造過程や廃棄物焼却による二酸化炭素排出の抑制、

工業過程や農業廃棄物・汚泥由来のメタンや一酸化二窒素発生の抑制、代

替物質の開発利用による代替フロン等３ガス（ハイドロフルオロカーボン類、

パーフルオロカーボン類、六フッ化硫黄）の排出抑制などが盛り込まれてい
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る。 
温暖化対策技術の研究開発は、第一約束期間での温室効果ガス削減へ

の貢献としては、高効率給湯機器などの省エネルギー機器の開発が盛り込

まれているが、第一約束期間を目前とする現時点にあっては、むしろ開発さ

れた技術の実用化や事業化を促進することに主眼が置かれている。また、

中長期的な視点から温暖化対策技術開発の必要性を指摘しており、飛躍的

な省エネルギー技術、膨大な未利用エネルギーの利用技術、二酸化炭素の

回収・貯留技術、地域・都市構造や経済社会システムの変革を促し温暖化

対策の基盤を形成するための技術開発などを推進することが示されている。 
 
（２） ２０１３年以降の国際的枠組を巡る国際的な動向 
気候変動枠組条約では、その究極的な目的を「気候系に対して危険な人

為的干渉を及ぼすこととならない水準において大気中の温室効果ガスの濃

度を安定化させること」としている。最新の科学的知見を取りまとめている気

候変動に関する政府間パネル（ＩＰＣＣ）は、その報告において、条約の究極

目的を達成するためには、温室効果ガスの排出量が吸収量と同等のレベル

になるよう、現在の排出量からの大幅な削減が必要としている。 
京都議定書は、先進国などに対して法的拘束力のある温室効果ガスの排

出削減目標を盛り込んだと言う点で、この目的達成のための重要かつ画期

的な第一歩である。世界全体の温室効果ガスの大気中への排出は増加傾

向が継続していること、世界最大の排出国である米国が参加していないこと

などから、より協調した国際対応が求められる。 
こうした情勢の中、２００５年７月に英国で開催されたＧ８サミットでは、新

興経済諸国として中国、インド、ブラジル、南ア、メキシコも招待され、気候変

動が主要議題の１つとして取り上げられた。その結果、温室効果ガス排出の

増加を減速・停止し、そして減少に転じることの必要性を認識し、決意と緊急

性をもって行動すること、主要排出国が有意義な温室効果ガス排出削減の

ための行動に責任を有することが確認されたほか、Ｇ８各国と主要な新興経

済国等との対話の開始が決定された。また、その中で、クリーンエネルギー

技術の重要性に着目し、イノベーション創出やグローバル展開の必要性を
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指摘しているa。 
２０１３年以降の世界的な枠組に関する検討は、２００５年１１月から１２月

にかけてモントリオールで開催された締約国会議で開始された。京都議定書

は、中国やインドなどの開発途上国に排出抑制義務がかかっていないほか、

米国やオーストラリアが不参加のままであるが、全地球的な対応への重要

な第一歩である。第一約束期間終了後の２０１３年以降については、全ての

国が参加する実効ある枠組を構築する必要がある。 
 

 
（３） 温室効果ガスの排出状況 
我が国の温室効果ガスの排出総量は増加の一途をたどっている。政府に

おいて取りまとめている我が国の温室効果ガスインベントリによると、２００３

年度の温室効果ガス排出量はＣＯ２換算で１３．４億トンであり、京都議定書

の規定による基準年比で８．３％増加した。基準年比６％削減という京都議

定書の目標を達成するためには、これから５年程度で１．８億トンの削減が

必要である。温室効果ガス種別に見ると、京都議定書で対象とされている６

種類のガスのうち、排出量が増加しているのは二酸化炭素であり、２００３年

度の排出量は１２．６億トンであり、基準年比１２．２％増加している。他の５

種類については、いずれも減少傾向であり、基準年比で１４～７４％減少し

た。 
部門別に見ると、民生部門と運輸部門における温室効果ガス排出量の増

加が著しい。２００３年度における民生部門の温室効果ガス排出量は３．７億

トンであり、基準年比で３４％増加している。運輸部門では、それぞれ２．６億

トン、２０％増である。民生部門の中で家庭部門、業務その他部門とも着実

に排出量は増えており、２００３年度までの増加は基準年比でそれぞれ３１％、

３６％である。家庭部門及び業務部門のエネルギー消費の増加要因は、経

済産業省の分析によると、世帯数の増加や床面積の増加によるところが大

きいとされており、生活様式や経済動向の変化も大きく影響しているものと

考えられる。また、運輸部門においては、自動車からの温室効果ガス排出が

大半を占めており、２００３年度は２．３億トンで、運輸部門の８７％である。 
                                            
a G8 グレンイーグルズサミット資料「気候変動、クリーンエネルギーと持続可能な開発」
（http://www.fco.gov.uk/Files/kfile/PostG8_Gleneagles_CCChapeau.pdf、平成１７年１０月５日） 

http://www.fco.gov.uk/Files/kfile/PostG8_Gleneagles_CCChapeau.pdf%E3%80%81%E5%B9%B3%E6%88%90%EF%BC%91%EF%BC%97%E5%B9%B4%EF%BC%91%EF%BC%90%E6%9C%88%EF%BC%95%E6%97%A5%00
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一方、産業部門やエネルギー転換部門では微増傾向にある。２００３年度

の産業部門の温室効果ガス排出量は４．８億トンであり、基準年比で０．３％

の増加にとどまっている。また、２００３年度のエネルギー転換部門における

温室効果ガス排出量は０．８６億トンで基準年の０．８２億トンに比べ４．３％

増加した。 
このほか、エネルギー起源二酸化炭素以外の排出量については、絶対量

は少ないものの、工業プロセス由来及び廃棄物由来の２００３年度二酸化炭

素排出量は、それぞれ０．４８億トン及び０．２３億トンである。代替フロン等３

ガスの排出は代替物質の開発などにより基準年比で４８％減少し、メタン及

び一酸化二窒素の排出もそれぞれ基準年比で２２％及び１４％減少した。 
 

２００３年度の温室効果ガス排出量（概要） 

（出所：http://www.env.go.jp/earth/ondanka/ghg/2003gaiyo.html）       

http://www.env.go.jp/earth/ondanka/ghg/2003gaiyo.html
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２． 我が国における温暖化対策技術研究開発の状況 
 
（１） 文部科学省の取組 

文部科学省では、プロジェクト型の研究開発として、固体高分子形

燃料電池のキーコンポーネントである電解質膜や電極触媒などの材

料に係る革新技術の開発や、バイオマス・廃棄物を処理し再資源化す

る技術の開発、高効率発電プラントなどでの利用が期待される超鉄鋼

や超耐熱材料の開発が行われている。このほか、競争的研究資金

（科学技術研究費補助金や戦略的創造研究推進事業など）を用いた

研究開発にも取り組んでいる。 
 

（２） 農林水産省の取組 
農林水産省では、気候変動が我が国の農林水産業に与える影響

の評価手法の研究や農林水産業での温室効果ガス排出抑制技術の

開発を行っている。また、バイオマスの利用促進を図るため、実験用

発電プラントの開発や廃食油からディーゼル代替燃料を製造する技

術、バイオマスの地域循環システムの研究開発を行っている。 
 

（３） 経済産業省の取組 
経済産業省では、産業技術分野ごとに技術戦略マップや技術開発

プログラムを策定し、体系的に研究開発を進めている。温暖化対策技

術としては、地球温暖化防止新技術プログラム、省エネルギー技術開

発プログラム、新エネルギー技術開発プログラム、燃料技術開発プロ

グラム、電力技術開発プログラム及び原子力技術開発プログラムの計

６つのプログラムのもと、多数の技術開発プロジェクトを推進している。 
 

（４） 国土交通省の取組 
  国土交通省においては、民生及び運輸部門の対策技術を中心に

取り組んでいる。民生部門においては、建築物のライフサイクルを通し

てのＣＯ２排出量評価手法の開発や、エネルギーマネージメントシステ

ムの開発、既存住宅の効果的な省エネ改修手法の開発などを行って

いる。運輸部門においては、次世代低公害車、燃料電池自動車、バイ
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オマス燃料対応自動車等の低公害自動車の実用化に向けた技術基

準の整備を行っているほか、ガスタービンを用いた環境負荷低減型内

航船の研究開発を行っている。 
 

（５） 環境省の取組 
環境省では、２００４年度から温暖化対策技術の開発を推進する競

争的研究資金制度を導入した。その中で、民生及び運輸部門を中心

に、実用化が近く京都議定書の第一期間における目標達成及び第一

約束期間以降の大幅な温室効果ガスの排出削減に貢献が期待され

る技術を公募により選定し、支援を行っている。これまでに、バイオエ

タノール製造技術の高効率・低コスト化や利用実証、水素利用モデル

社会の構築に係る技術開発、白色ＬＥＤを利用した省エネ照明機器の

開発などを支援している。 
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３． 重点的に取り組むべき温暖化対策技術 
 
重点的に取り組むべき温暖化対策技術の選定に当たっては、①２０１５年

及び２０３０年頃にどの程度の温室効果ガスの削減ポテンシャルを有するか、

②研究開発によってどの程度経済性（競合技術との競争力）の改善が期待さ

れるかといった視点を中心に、温暖化対策技術としての重要度評価を３段階

で行った。 
評価の対象は、関係府省において研究開発に取り組んでいるものに加え、

本ＷＧのメンバーや産業界からの意見聴取した結果、国が研究開発に取り組

むことが適当とされた約１４０の技術課題を整理・統合し、３３の温暖化対策技

術を選定した。 
重要度の評価に当たっては、これら技術が温暖化対策として効果を発揮す

るためには開発されるだけではなく普及することも同様に重要であるとの視点

から、技術の成熟度なども考慮し、今後５年から１０年程度における国として

の研究開発の取組に関する重要度（研究開発推進価値）と、今後５年から１０

年程度における国としての普及促進の取組に関する重要度（普及促進価値）

の２点を評価した。 
評価結果及びその理由については、別表に示す。以下には、（１）研究開発

に取り組む重要性が特に高い温暖化対策技術、（２）研究開発に取り組む重

要性が高い温暖化対策技術、（３）研究開発に取り組むことが重要である温暖

化対策技術、及び（４）普及促進に取り組む重要性が特に高い温暖化対策技

術を示す。 
 
本評価は、温暖化対策技術としての重要度を評価したものであり、国が実施

している個々の施策の実施・進捗状況を評価したものではない。また、国民の

安心・安全、産業競争力強化、エネルギー安定供給といった温暖化対策以外

の観点からの重要度を意味するものではない。相対的に低い評価となった技

術であっても、そのことをもって、国が研究開発あるいは普及促進に取り組む

必要性を否定するものでも、科学技術関連施策全般から見た優先度が低いと

言うことでもない。 
 
なお、今回の検討では、原子力関連技術及び森林吸収など大気からＣＯ２
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を固定する技術については、対象外とした。原子力関連技術については、エ

ネルギー政策上の重要性もさることながら、温暖化対策技術としても非常に

重要であるが、原子力委員会を中心として取りまとめられた「原子力政策大

綱」の検討において同様の検討が同時期に行われていることから対象外とし

た。また、大気からＣＯ２を固定する技術については、ＣＯ２の排出を削減する

技術と同列に比較できないことから、同様に対象外とした。 
 
以下が検討結果である。より詳しくは別表を参照されたい。 

 
（１）研究開発に取り組む重要性が特に高い温暖化対策技術 
 
○太陽光・太陽熱利用技術 
太陽光発電システムの大幅コストダウンと発電効率向上技術、及び系統連系

システム技術等の研究開発。また、太陽熱利用システムの低コスト化、効率

向上技術及び機能・用途拡大技術の研究開発。 
 
○バイオマス・廃棄物エネルギー利用技術 
化石燃料代替によって二酸化炭素排出量を抑制するための、従来利用され

ていなかったバイオマス・廃棄物を発酵・ガス化・液化等によりエネルギー源と

して積極的に利用する技術・システムの研究開発。 
 
○高効率火力発電技術 
天然ガス及び石炭を利用した高効率火力発電技術の研究開発。具体的には、

石炭をガス化しガスタービンと蒸気タービンで発電する石炭ガス化複合発電

（IGCC）技術、更に燃料電池（固体酸化物形燃料電池や溶融炭酸塩形燃料
電池）と組み合わせる石炭ガス化燃料電池複合発電（IGFC）技術、天然ガス
を利用した 1, 700度級の超高温ガスタービン複合発電技術などの研究開発。 
 
○燃料電池技術 
将来の低炭素社会に向けた燃料電池（車載用、定置用、携帯用等）の研究開

発。具体的には、固体高分子形燃料電池（ＰＥＦＣ）の低コスト化・長寿命化技

術、固体酸化物形燃料電池（ＳＯＦＣ）における材料等の要素技術及びシステ
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ム化等の研究開発。 
 
○情報家電ネットワーク 
デジタル情報家電の普及・浸透に対応するため、特に家庭内での各種情報機

器が混在した環境下でのマネジメント基盤技術、ネットワーク技術、及び異種

プロトコル間共通化技術の研究開発。 
 
○高効率電力流通機器 
送電ロスの最小化及び負荷平準化を図るため、変圧器における電力損失低

減技術、電力貯蔵システムの低コスト化技術、超電導を用いた送配電・蓄電

技術の研究開発。 
 
○高性能デバイス 
半導体素子の高性能化、高集積化、高機能化、多機能化に向けた、ガラス、

カーボンナノチューブ、ダイヤモンド等の新素材の基盤技術や、複合的機能を

低コストかつ低消費電力で実現するため、半導体素子のマルチチップ化、モ

ジュール化、多層化、高集積化などシステム化技術の研究開発。 
 
○二酸化炭素回収・貯留技術 
大気中の二酸化炭素濃度の急激な上昇を抑制させるための、火力発電所等

から大量に発生する二酸化炭素を低コストで分離回収するシステム技術、及

び回収した二酸化炭素を地中帯水層、炭層、海洋に圧入し長期安定的に貯

留・隔離する技術の研究開発。 
 
○代替フロン等３ガス放出削減および代替技術 
ＨＦＣ、ＰＦＣ、ＳＦ６等の３ガスについて代替物質や排出抑制技術の研究開発。

具体的には、半導体製造時に利用するＰＦＣ・ＳＦ６の代替物質開発、ＳＦ６放

出削減のためのマグネシウム溶融防燃化技術、ＨＦＣ削減のためのノンフロン

冷空調システム技術、発生箇所における回収分離・破壊方法の研究開発。 
 
 
（２）研究開発に取り組む重要性が高い温暖化対策技術 
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○風力・地熱等自然エネルギー利用技術 
再生可能エネルギーの利用促進、二酸化炭素排出削減を図るため、風力発

電技術や未利用の熱（冷熱含む）エネルギーを利用するシステム技術の研究

開発。具体的には、陸上風力については，暴風雨対策技術，系統連系安定

化・低コスト化技術の開発。洋上風力については、浅瀬の少ない日本近海で

利用できる浮体構造技術、陸上への送電手法等の研究開発。マイクロ地熱に

ついては、アンモニアを作動媒体としたバイナリーサイクルを使った小型・高

効率低コスト化技術、雪氷冷熱については、建物地下への運搬と貯雪の効率

化・低コスト化技術の研究開発。 
 
○水素製造・輸送・貯蔵技術 
将来の低炭素社会に向けた水素の製造、輸送、貯蔵等の取り扱いに関する

技術の研究開発。具体的には化石燃料／非化石エネルギー由来の水素製造

技術、高圧下における水素の物性把握、車載用軽量・コンパクトな水素貯蔵

技術などの研究開発。 
 
○高効率ガスエンジン技術 
エネルギー利用効率化ならびにＣＯ２排出負荷を大幅に低減させるための、

ガスエンジンの高効率化技術、排熱有効利用技術の開発。また、ガスエンジ

ンの出力を都市部などで面的に利用する技術の研究開発。 
 
○分散型エネルギーシステム技術 
未利用排熱利用及び熱搬送の高効率化技術、蓄電・蓄熱等負荷平準化対策

の低コスト化技術や、風力発電や燃料電池などを多数電力系統に連系した時

に電圧・周波数等に悪影響を与えない機器や制御手法の研究開発。 
 
○都市システム技術 
排熱利用及び熱搬送の高効率化・低コスト化技術、及び各種熱源とインフラ

のネットワーク手法の研究開発。また、建物の環境性能を指標化して評価す

る手法の研究開発。排熱利用及びエネルギー熱搬送の高効率化・低コスト化

技術、及び一定の都市エリアを考慮した環境性能評価手法の開発による省エ
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ネルギー促進。 
 
○電子タグ関連技術 
ＲＦＩＤ（Radio Frequency Identification：無線ＩＣタグ）のための素子開発、無
線通信技術、及びトレーサビリティ確保、ロジスティック管理、ＳＣＭ(Supply 
Chain Management)構築などの応用のためのシステム化技術の研究開発 
 
○省エネ型鉄鋼プロセス技術 
鉄鋼プロセスの省エネルギーを図るため、CO2 抑制型新焼結プロセス技術、
次世代コークス製造技術、炭材内装熱間成型塊成鉱技術、高反応性コークス

技術、鋳片表層溶解改質技術、電気炉排ガス金属ダスト直接回生技術等の

研究開発。 
 
○バイオマス利用材料技術 
石油由来の原材料使用量を減らし、二酸化炭素排出量を抑制させるために、

既存物質代替としてバイオマスを利用する技術の研究開発。具体的には、バ

イオマスプラスチック製造プロセスの低コスト化技術の研究開発。木質廃材等

の未利用バイオマスから従来の合成ポリマーと同程度の特性を有するプラス

チック代替材料を製造する技術の研究開発。 
 
○高効率半導体回路製造技術 
半導体および回路基板の高機能化・高集積化・システム化に対応した設計・

評価技術、および製造プロセスに対する省エネ化を含めた高効率プロセス技

術の研究開発。 
 
○熱電変換システム 
工場排熱など未利用・低品位熱を利用した熱電変換モジュールの効率向上、

耐久性向上などのための技術開発と低コスト化。高効率で耐久性に優れたシ

ステム化技術の研究開発。 
 
○高性能断熱材 
住宅・機器のエネルギー損失を究極まで削減する高効率断熱材の開発。具体
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的には、家電・情報機器、住宅建材・住宅関連機器、自動車など多様な用途

に対応可能な高性能化、高耐熱化、高耐久性化技術の研究開発。 
 
○高効率給湯・空調・冷凍技術 
CO2ヒートポンプ給湯器など自然冷媒を使用するヒートポンプ技術の小型・高
性能化技術、及び冷温水器、空調機、乾燥機など応用機器の研究開発。より

一層の省エネ、温室効果ガスフリー、本質安全を兼ね備えた次世代冷凍技術

の研究開発。ガスエンジンヒートポンプ、吸収式冷温水器などの高効率化を含

む。 
 
○省エネ型ディスプレイ技術 
大画面・高精細度化が進む平板型ディスプレイ(FPD)の一層の省エネルギー
化を図るため、プラズマディスプレイや液晶ディスプレイの高効率化技術と、

次世代技術としての高効率固体自発光ディスプレイ基礎技術の研究開発。 
 
○高効率照明技術 
現在の蛍光灯を上回る発光効率を可能とする光源・機器とその製造技術、お

よび白熱電球に代わる省エネ高演色性光源技術の研究開発。具体的には、

白色 LED、白色 EL、蛍光灯の高効率化技術と製造方法、クラスター発光光
源、マイクロキャビティー光源等新技術の研究開発。 
 
○住宅建築省エネ促進技術 
住宅（戸建及び集合住宅）における省エネを図るため、新築及び既存住宅に

も適用可能な、自然エネルギー利用も含めた住宅躯体の省エネ技術、及び高

効率な冷暖房・給湯・調理・照明等の設備機器の効果的な組込み・制御技術

の開発。また、こうした技術の効果把握・予測手法や総合的な省エネ評価手

法の研究開発。 
 
○業務ビル系省エネ促進技術 
業務ビルを中心とした非住宅建築物での省エネを図るため、新構造・工法技

術の開発と予測制御、ユビキタスネットワーク技術を利用した高効率・低負荷

空調システム技術やオフピークマネージメントを含むエネルギーマネージメン
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トシステム技術及び高効率設備機器の効果的な組込み技術の研究開発。ま

た、建物の環境性能を指標化して評価する手法の研究開発。 
 
○自動車の軽量化等技術 
自動車の燃費向上を図るため、車両軽量化に資する材料技術、低摩擦のた

めの材料表面制御技術、高性能ハイブリッド自動車用二次電池技術の研究

開発。 
 
○クリーンエネルギー自動車 
カーボンニュートラルなバイオディーゼル燃料技術及び対応自動車技術や、

CO2 削減、エネルギーセキュリティに有効な天然ガス等を利用した次世代低
公害自動車の研究開発。 
 
○省エネ型大規模輸送機器  
航空機や船舶など大規模な輸送手段の省エネを図るため、新材料などの軽

量化技術、高効率なエンジンや推進システム技術の研究開発。 
 
 
（３）研究開発に取り組むことが重要である温暖化対策技術 
 
○新液体燃料 
エネルギー安全保障上必要とされるエネルギーの多様化のための、石油の

代替燃料、特に石油以外の天然ガスや石炭などを原料とし、高効率に液体燃

料を製造する技術開発。 
 
○省エネ型非鉄金属プロセス技術 
低コスト・エネルギー高効率連続精錬法による、加工性に優れた低酸素濃度

チタンの高効率生産法の研究開発。また、高い強度と優れた成型・加工性を

併せ持つチタン合金の設計、組織制御技術､成型プロセス技術の研究開発。 
 
○省エネ型化学素材プロセス技術 
化学製品を製造するプロセスの省エネルギーを図るための研究開発。具体的
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には、省エネ型プラスチック製造技術、高効率酸化触媒利用化学プロセス技

術、超臨界流体利用有機合成技術、低温膜状化技術利用セラミックス製造技

術、生物機能利用化学プロセス技術、セラミックス膜によるガス分離技術など

の研究開発。 
 
○高速ネットワーク通信技術 
大容量・高速通信を低消費電力で実現するための通信ケーブル素材、及び大

規模・高速ネットワークを低電力で実現するためのルータ、スイッチング技術

の研究開発。 
 
○メタンおよび亜酸化窒素排出削減技術 
農業活動から排出されるメタンや一酸化二窒素の排出削減技術、廃棄物由

来のメタンの排出削減技術の研究開発。 
 
 
（４）普及促進に取り組む重要性が特に高い温暖化対策技術 
 
○高効率ガスエンジン技術 
（再掲） 
 
○分散型エネルギーシステム技術 
（再掲） 
 
○高効率給湯・空調・冷凍技術 
（再掲） 
 
○住宅建築省エネ促進技術 
（再掲） 
 
○メタンおよび亜酸化窒素排出削減技術 
（再掲） 
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４． 関連して取り組むべき課題 
 
○ 普及促進施策との連携 
温暖化対策として有効な技術が開発されたとしても、それが普及しない限

りその効果を発揮することはできない。そのため、開発された温暖化対策技

術のうち、経済原理だけでは市場への普及が困難なものについては、政府

が普及促進施策を講じることが必要である。その場合、研究開発の進展と協

調して、タイムリーかつ適切な施策を展開することが重要である。普及促進

施策としては、導入補助金、優遇税制、低利融資などの財政的な支援のほ

か、政府による率先導入、法制的な導入の義務付け、技術基準や規制の見

直し、標準化といった多様な施策が考えられるが、当該技術や市場の特性な

どを勘案したベストミックスな施策の展開が必要である。 
 
○ 府省間の連携 
温暖化対策技術の研究開発を効果的かつ効率的に実施し、更には、開発

成果が社会に普及するためには、基礎研究から応用研究、実証試験、環境

整備に至るまで、関係する府省が連携する必要がある。環境分野では、現在、

主要な研究領域毎にイニシャティブ活動を行い、政策実施者及び研究者が

一同に介して情報交換や今後の研究開発方針に関する議論を行っている。

こうした活動も参考にし、総合科学技術会議がリーダーシップを発揮して、府

省間の連携を更に進めていくべきである。 
 
○ 基礎研究から応用研究までの連携、目的基礎研究の充実 
有望な基礎研究の成果（シーズ）が、応用研究、実証試験とフェーズアップ

し、迅速かつ円滑に最終的な製品化の段階にまで達するためには、適切なタ

イミングで適切な規模の研究資源を投入することが必要である。そのために

は、府省連携が必要であることは言うまでもないが、研究資金の配分を行っ

ている機関どうしの連携も重要である。 
また、出口に近い研究開発段階にある技術であっても、更なるブレークス

ルーを果たすためには、当該技術の基本メカニズムの解明など基礎研究に

立ち戻ることが必要になる場合がある。また、開発途上国を中心に世界経済

の成長が見込まれる２１世紀において、長期的かつ地球規模で有効な温暖
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化対策を講じるためには、全く新しい画期的な温暖化対策技術のシーズを探

索することも必要である。こうしたバックツーベーシックや革新的な技術開発

を誘導するためは、政策的に目的を明確化した基礎研究を充実させることが

重要である。 
 
○ 競争的資金の充実  
技術の規模が比較的小さい民生分野の省エネ技術や、非常に限定的な

産業でのみ有効な省エネ技術などの中には、政府がテーマを設定して研究

開発を進めることに適さないものもある。しかしながら、温暖化対策技術は規

模に関わらず実現可能なものを出来る限り進めるという方針の下で、きめ細

かな研究開発テーマを発掘し、効果的かつ効率的に研究開発を実施するべ

きである。そのためには、競争的に広く温暖化対策技術の研究開発テーマを

公募する制度を充実することが必要である。 
 
○ 人材の育成 
研究開発の基本は人材である。優秀な人材なくしては革新的なブレークス

ルーを実現することは不可能である。科学技術の進展に伴い、研究者各人

の研究領域は益々深くかつ狭くなり、幅広い科学技術の知識を有することが

困難になりつつある。革新的なブレークスルーには、様々な専門領域の最先

端の知見を融合させることも重要であることから、従来の学問体系にとらわ

れることなく、複数の研究領域に精通した人材を育成していくことが必要であ

る。また、温暖化対策技術を商品として開発するまでには、様々な専門分野

を有する研究者・技術者がチームとなって取り組むことが必要であり、他の専

門分野を理解し、コミュニケーションできる人材も重要である。 
このほか、地球温暖化問題に対する国民の理解を増進するためには、地

球環境問題のメカニズムや温暖化対策に関する科学技術情報、我が国の環

境問題やエネルギー問題に対する取組などをわかりやすく説明できる人材を

育成していくことも重要である。 
 
○ 国際協力の推進 
地球温暖化問題への対応には国際協調が不可欠であり、特に有効な温

暖化対策技術が開発された場合には、速やかに世界的に展開することが重
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要である。産業競争力強化及び雇用確保の観点から、技術を開発した企業

や国は戦略的に知的財産を囲い込み、海外への技術移転を躊躇するので、

知的財産権確保が技術の国際展開を阻害する要因になりかねない。従って、

ＣＤＭ、ＪＩ、ＯＤＡなども活用し、開発企業の利益に配慮した海外展開を図る

ことが必要である。 
また、温暖化対策技術の研究開発を効果的に推進するためには、国内外

を問わず優秀な研究人材を集結させることが必要である。海外との共同研究

を積極的に実施することも重要である。 
 
 
○ 国民各界各層による取組の推進 
温室効果ガス削減を図るためには、国が温暖化対策技術の研究開発や

普及促進策を講じるだけでなく、省エネ製品を調達したりエネルギーマネージ

メントを徹底するなど、国民や企業の自主的な取組が最も重要である。今夏、

我が国ではチームマイナス６％キャンペーンが展開され、クールビスとして軽

装で勤務することが多くの職場で定着した。こうした取組がきっかけとなり、国

民の意識と行動様式が変容していくことを期待したい。また、国民の意識変

革には、環境教育を充実させていくことが重要であり、地球温暖化に関係す

る研究者はその一翼を担うべきである。 
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おわりに 
今回の検討では、今後５年から１０年間の国による温暖化対策技術に対

する研究開発投資を効果的かつ効率的に行うため、各種温暖化対策技術

の重要度評価を行った。温室効果ガスの削減ポテンシャルなどから温暖化

対策として大きい効果が見込まれるものほど重要度を高くしたが、地球温

暖化問題の重大性を踏まえると、今回評価したいずれの技術についても、

研究開発し普及促進することが必要である。 
また、科学技術に対する評価は状況に応じて変わるものであることを踏

まえ、新たな研究開発課題への取り組みの提言や見直しを適宜行うことが

肝要である。 
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別表： 温暖化対策技術の重要度評価結果 
 
（１） 評価の手順 
① 関係府省で実施中の関連研究開発施策に含まれている技術開発
課題に加えて、本ＷＧのメンバーや産業界からの意見聴取した結

果、国が研究開発に取り組むことが適当とされた約１４０の技術課

題を整理・統合し、３３の温暖化対策技術を選定した。 
② 各温暖化対策技術について、本ＷＧの下に設置された作業チーム
（チームリーダー：松橋隆治東京大学教授）において、チームメンバ

ーの各人が以下の８つの視点から４段階の評価（例えば、温室効

果ガス排出ポテンシャルについては、１）１０万トンＣＯ２／年未満、

２）１０万トン～１００万トンＣＯ２／年、３）１００万トン～１０００万トン

ＣＯ２／年、４）１０００万トンＣＯ２／年以上の４段階）を行い、各人

による評価結果を統計的な手法を用いて処理し、研究開発推進価

値及び普及促進価値を数値化することによって、それぞれの価値

に関する客観的な一次評価結果を得た。 
・８つの視点 

 ２０１５年頃における温室効果ガス排出削減ポテンシャル 

 ２０３０年頃における温室効果ガス排出削減ポテンシャル 

 技術の成熟度 

 安全性・リスク 

 現在の経済性 

 普及時の経済性 

 国内の他の分野への波及効果 

 ＣＤＭなど海外技術移転への波及効果 

③ 更に、作業チームによる上記の評価のプロセス及び結果を踏まえ
て、ＷＧメンバーが、その妥当性等について総合的に精査を行い、

必要な見直しを行った。 
 

（２） 「☆」、「◎」、及び「○」の意味するところは以下の通りである。 
☆ 地球温暖化対策の観点から、今後５年から１０年程度において、国

が研究開発又は普及促進に取り組む重要度が特に高い技術 
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◎ 地球温暖化対策の観点から、今後５年から１０年程度において、国

が研究開発又は普及促進に取り組む重要度が高い技術 
○ 地球温暖化対策の観点から、今後５年から１０年程度において、国

が研究開発又は普及促進に取り組むことが重要である技術 
（３） 普及促進価値の重要度については、今後５年から１０年程度の間で

は「研究開発」がより重要であるものや、普及に関して国が特段の

取り組みをしなくとも比較的普及が容易に進むと期待されるものを

「○」と評価した。 
（４） 「普及促進」の取り組みとは、補助金、税制などの財政措置、法制度、

税制、規制緩和、標準化などの施策を含む。 


